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行政目的のために国や地方自治体によって業務を通じて収集され

るデータ

統計調査（国勢調査など）とは異なり、必ずしも調査目的で集め

られたデータではなく、あくまで業務の一環で収集される。 1



国勢調査に行政データを用いる

北欧諸国で目立つ動き

オランダ、ベル
ギー、スウェーデ
ン、オーストリア
などの９か国で採
用（2015年段階）

国勢調査の実施に
かかるコストの削
減や、統計として
の質の担保を目的
とする
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ノルウェー国勢調査における行政記録データの接続
（総務省のHPより）



研究利用が進む行政データ

トップの国際学術雑誌に掲載された論文は
行政データを利用したものの割合が増加。
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D. Card R. Chetty
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(出所）Einav and Levin (2014), Science

米国のトップ経済学者らは、米国内の行政
データ利用が欧州と比べると遅れていること
に懸念を表明。



行政データを用いた研究
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 税に関する行政記録と国勢調査を
照合して推計。「白い地域」は親
よりも高い所得を得られる確率が
高い地域、「赤い地域」はその確
率が低い地域。

 貧困の連鎖が生じる地域の特徴が
わかる。

 “Moving to Opportunity”:米国
住宅都市開発局とハーバード大学
の研究者が共同で、低所得の家族
を、赤い地域→白い地域への引っ
越しを支援するバウチャー券を配
布するというランダム化比較試験

将来（親よりも）高い所得を得る確率が高い地域はどこか？

赤＝下降移動、白＝上昇移動
Source: The Opportunity Atlas: Chetty, Friedman, Hendren, Jones, Porter 2019 



コロナ対策はうまくいったのか

ハーバード大の経済学者グループ（Opportunity Insights）は、
公的統計と民間企業から提供された匿名加工の支出、収益、雇用
などに関するリアルタイムデータを照合して、分析を行い、
Covid-19が「いつ」「誰に」「どのような」影響をもたらした
のかを細かに分析。

低所得世帯への景気刺激策は、個人消費を大幅に増加させたが、
COVID-19ショックの影響を最も受けた企業（例えば飲食業）に
はほとんど流入せず、雇用にプラスの効果をもたらさなかった。
中小企業に対する融資は、中小企業の雇用を2％しか増やさず、
雇用を1件増加させるのに37万7,000ドルものコストがかかった
ことになる。

総需要を刺激したり、企業に流動性を提供したりする伝統的なマ
クロ経済手段では、健康上の懸念から個人消費が制限された場合
に雇用を回復するのに十分ではない。パンデミックの際には、社
会保険によって経済的苦難を軽減する方がより効果的。
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78,000ドルの壁
米国における第2回目の給付金は、78,000ドル以上の家計にとって、
消費を増加させる効果が低く、逆に貯蓄を増加させている。

低所得世帯が依然として不況下で雇用を回復させられずにいる中、
高所得層にとっては景気後退期を脱した。バイデン政権下における
定額給付金の上限が75,000ドルとすることの根拠となった。

1回目の現金給付

2回目の現金給付

7.8万ドル以上5.9万ドル以上7.8万ドル未満4.6万ドル以上5.9万ドル未満4.6万ドル以下

クレジットカード等の支出データを分析し、1月4日に2回目の現
金給付（600ドル）が届き始めた頃、収入が約5万ドル未満の
家計や個人の支出が明らかに増加。一方、7.8万ドルを超える
収入のある家計や個人の支出はほとんど変化せず。

（出所）The Washington Post, January 26, 2021
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欧州では何が起こっているのか。

 0-19歳の国内の全公立学校について、ど
のクラスで、どの生徒たちが、どの先生
に、どの内容を教わったのかが、所与の
時間と日付についてわかるパネルデータ
を公開。

 海外の研究者も分析するチャンスがある。
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日本の現在地
政府統計の元データの研究利用が、提供まで１年以上の時間が
かかる
➡データの提供を迅速化・円滑化
（2023年度中に平均１か月以内、2024年度中に平均１週間以内、かつ、遅
くとも４週間での提供を実施）

 医療のレセプト情報の研究利用は、申請から利用までにかかる
日数が平均390日
➡データの提供を迅速化・円滑化
（平均390日→2024年秋までに原則７日）

 アメリカ・テキサス州のTexas Education Research Center
 2006年創設
 Texas Education Agency (TEA), Texas Higher Education 

Coordinating Board (THECB), Texas Workforce Commission 
(TWC)のデータを集約

 データセンターは、州内の複数の大学に置かれている。

（出所）2023年6月16日「規制改革実施計画」（https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/publication/program/230616/02_point.pdf）
Texas Education Research Center (https://texaserc.utexas.edu/) 8

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/publication/program/230616/02_point.pdf
https://texaserc.utexas.edu/
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